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１．平成18年３月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 10,699 ( △4.7) 433 ( △5.9) 427 (　10.4)

16年９月中間期 11,230 ( △6.0) 461 (△55.6) 387 (△52.4)

17年３月期 21,447 574 287

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 281 (　36.1) 32 38

16年９月中間期 206 (△55.2) 23 80

17年３月期 82 9 48

（注）①期中平均株式数 17年９月中間期 8,662,786株 16年９月中間期 8,665,227株 17年３月期 8,664,683株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

17年９月中間期 0 00 ──────

16年９月中間期 0 00 ──────

17年３月期 ────── 20 00

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 44,381 12,423 28.0 1,421 42

16年９月中間期 45,663 12,190 26.7 1,406 93

17年３月期 44,693 12,222 27.3 1,410 47

（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 8,661,462株 16年９月中間期 8,664,462株 17年３月期 8,663,262株

②期末自己株式数 17年９月中間期 8,618株 16年９月中間期 5,618株 17年３月期 6,818株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 21,600  500  270  20 00 20 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　31円17銭

　　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料
発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能
性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料
の８ページを参照してください。
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６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記番
号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 3,113,472 3,077,932 2,893,710

２　売掛金 929,701 888,327 595,895

３　たな卸資産 291,814 271,762 282,453

４　その他 503,643 869,965 681,349

５　貸倒引当金 △1,220 △610 △610

流動資産合計 4,837,411 10.6 5,107,377 11.5 4,452,799 10.0

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産 ※１

１　建物 ※２ 23,729,626 22,427,692 23,091,738

２　構築物 468,647 452,499 460,979

３　土地 ※２ 6,835,905 6,803,389 6,863,439

４　その他 500,567 470,719 469,447

有形固定資産合計 31,534,746 30,154,301 30,885,604

(2）無形固定資産 43,308 35,356 38,151

(3)投資その他の資産

１　投資有価証券 2,249,402 2,390,668 2,513,649

２　関係会社株式 1,069,610 1,069,610 1,069,610

３　関係会社長期貸
付金

5,858,731 5,657,916 5,757,916

４　その他 213,672 110,051 119,362

５　貸倒引当金 △144,107 △144,007 △144,007

投資その他の資産
合計

9,247,309 9,084,239 9,316,530

固定資産合計 40,825,364 89.4 39,273,897 88.5 40,240,287 90.0

資産合計 45,662,776 100.0 44,381,274 100.0 44,693,086 100.0
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前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記番
号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 956,452 881,816 847,084

２　短期借入金
※２
・４

7,550,000 8,050,000 6,550,000

３　１年以内返済予定長
期借入金

※２ 3,302,439 2,490,198 3,367,764

４　未払金 1,393,470 1,300,172 1,380,619

５　未払法人税等 33,003 236,064 26,022

６　その他 297,753 324,431 246,297

流動負債合計 13,533,119 29.6 13,282,683 29.9 12,417,787 27.8

Ⅱ　固定負債

１　長期借入金 ※２ 19,241,877 17,917,769 19,340,785

２　退職給付引当金 285,001 290,405 288,076

３　繰延税金負債 － 69,769 11,515

４　預り保証金 412,454 397,454 412,454

固定負債合計 19,939,333 43.7 18,675,399 42.1 20,052,832 44.9

負債合計 33,472,453 73.3 31,958,082 72.0 32,470,619 72.7

（資本の部）

Ⅰ　資本金 2,454,940 5.4 2,454,940 5.5 2,454,940 5.5

Ⅱ　資本剰余金

１　資本準備金 2,182,984 2,182,984 2,182,984

資本剰余金合計 2,182,984 4.8 2,182,984 4.9 2,182,984 4.9

Ⅲ　利益剰余金

１　利益準備金 267,418 267,418 267,418

２　任意積立金 4,170,000 4,170,000 4,170,000

３　中間（当期）未処分
利益

2,983,082 2,966,319 2,859,056

利益剰余金合計 7,420,500 16.2 7,403,737 16.7 7,296,474 16.3

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

137,140 0.3 389,722 0.9 294,627 0.7

Ⅴ　自己株式 △5,242 △0.0 △8,192 △0.0 △6,559 △0.0

資本合計 12,190,322 26.7 12,423,192 28.0 12,222,466 27.3

負債資本合計 45,662,776 100.0 44,381,274 100.0 44,693,086 100.0
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(2）中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分 注記番号 金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 11,230,462 100.0 10,699,391 100.0 21,447,381 100.0

Ⅱ　営業費用 ※１ 10,769,791 95.9 10,265,931 95.9 20,873,250 97.3

営業利益 460,670 4.1 433,459 4.1 574,130 2.7

Ⅲ　営業外収益 ※２ 332,420 2.9 316,564 2.9 646,797 3.0

Ⅳ　営業外費用 ※３ 406,094 3.6 322,771 3.0 933,995 4.4

経常利益 386,997 3.4 427,253 4.0 286,932 1.3

Ⅴ　特別利益 ※４ 20,072 0.2 105,671 1.0 20,172 0.1

Ⅵ　特別損失 ※５・６ 92,750 0.8 77,662 0.7 93,137 0.4

税引前中間（当
期）純利益

314,319 2.8 455,261 4.3 213,966 1.0

法人税、住民税及
び事業税

32,775 212,554 42,153

法人税等追徴税額 33,378 － 33,378

法人税等調整額 41,972 108,126 1.0 △37,820 174,733 1.6 56,267 131,799  

中間（当期）純利
益

206,193 1.8 280,528 2.7 82,167 0.4

前期繰越利益 2,776,889 2,685,791 2,776,889

中間（当期）未処
分利益

2,983,082 2,966,319 2,859,056
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

②　その他有価証券

時価のあるもの

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

先入先出法による原価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

①　建物及び構築物

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物

15年～42年

①　建物及び構築物

同左

①　建物及び構築物

同左

②　その他の有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

機械装置及び車両運搬具

４年～15年

工具器具備品

３年～15年

②　その他の有形固定資産

同左

②　その他の有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2)　　─────── (2)　　─────── (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備える

ため、翌期における支給見込額

を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定率法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理して

おります。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、その発

生時の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定率

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

　なお、仮受消費税等と仮払消

費税等の中間期末残高の相殺後

の金額は、流動負債の「その

他」に含めております。

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

同左

５．その他財務諸表作成のための重要

な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

───────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は59,050千円減少してお

ります。

─────────

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示ついての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２月

13日））が公表されたことに伴い、当

中間会計期間から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割8,113千円を営業費用として処理し

ております。

─────── （外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示ついての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２月

13日））が公表されたことに伴い、当

事業年度から同実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割

25,817千円を営業費用として処理して

おります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成16年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日現在）

前事業年度
（平成17年３月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

25,626,950千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

27,171,589千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

26,411,853千円

※２　担保提供資産

(イ）担保に供している資産は下記のと

おりであります。

※２　担保提供資産

(イ）担保に供している資産は下記のと

おりであります。

※２　担保提供資産

(イ）担保に供している資産は下記のと

おりであります。

建物 20,925,488千円

土地 4,857,600千円

計 25,783,088千円

建物 21,142,839千円

土地 4,857,600千円

計 26,000,439千円

建物 21,763,573千円

土地 4,857,600千円

計 26,621,174千円

(ロ）上記に対応する債務は下記のとお

りであります。

(ロ）上記に対応する債務は下記のとお

りであります。

(ロ）上記に対応する債務は下記のとお

りであります。

短期借入金 1,400,000千円

１年以内返

済予定長期

借入金

2,650,075千円

長期借入金 13,412,285千円

計 17,462,360千円

短期借入金 1,400,000千円

１年以内返

済予定長期

借入金

1,900,350千円

長期借入金 10,716,425千円

計 14,016,775千円

短期借入金 1,400,000千円

１年以内返

済予定長期

借入金

2,702,900千円

長期借入金 11,846,625千円

計 15,949,525千円

　３　偶発債務

(イ）下記の会社の金融機関借入金につ

いて連帯保証を行っております。

　３　偶発債務

(イ）下記の会社の金融機関借入金につ

いて連帯保証を行っております。

　３　偶発債務

(イ）下記の会社の金融機関借入金につ

いて連帯保証を行っております。

㈱ホテルエメラルド 1,593,000千円

(子会社)

㈱阿寒ビューホテル 140,000千円

(子会社)

㈱マックスパート 380,000千円

(子会社)

計 2,113,000千円

㈱ホテルエメラルド 1,478,000千円

(子会社)

㈱阿寒ビューホテル 140,000千円

(子会社)

㈱マックスパート 364,200千円

(子会社)

㈱川久 3,850,000千円

(子会社)

計 5,832,200千円

㈱ホテルエメラルド 1,555,000千円

(子会社)

㈱阿寒ビューホテル 140,000千円

(子会社)

㈱マックスパート 380,000千円

(子会社)

計 2,075,000千円

(ロ）洞爺湖温泉利用協同組合の金融機

関借入金に係る下記の者の北海道

信用保証協会への連帯保証につい

て、再保証しております。洞爺湖

温泉利用協同組合理事（当社の従

業員）金子道夫

(ロ）洞爺湖温泉利用協同組合の金融機

関借入金に係る下記の者の北海道

信用保証協会への連帯保証につい

て、再保証しております。洞爺湖

温泉利用協同組合理事（当社の従

業員）金子道夫

(ロ）洞爺湖温泉利用協同組合の金融機

関借入金に係る下記の者の北海道

信用保証協会への連帯保証につい

て、再保証しております。洞爺湖

温泉利用協同組合理事（当社の従

業員）金子道夫

再保証額 58,310千円

計 58,310千円

再保証額 52,970千円

計 52,970千円

再保証額 55,550千円

計 55,550千円

(ハ）下記の会社のリース債務について

連帯保証を行っております。

(ハ）　　─────── (ハ）下記の会社のリース債務について

連帯保証を行っております。

㈱川久（子会社） 3,272千円

計 3,272千円

㈱川久（子会社） 863千円

計 863千円

※４　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行８行と当座貸越契約を

締結しております。これを契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

※４　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行10行と当座貸越契約を

締結しております。これを契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

※４　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行９行と当座貸越契約を

締結しております。これを契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 6,200,000千円

借入実行残高 6,200,000千円

差引額 － 千円

当座貸越極度額の総額 8,150,000千円

借入実行残高 7,550,000千円

差引額 600,000千円

当座貸越極度額の総額 7,050,000千円

借入実行残高 6,050,000千円

差引額 1,000,000千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額

有形固定資産 794,144千円

無形固定資産 7,117千円

計 801,261千円

有形固定資産 761,476千円

無形固定資産 2,795千円

計 764,272千円

有形固定資産 1,580,377千円

無形固定資産 12,273千円

計 1,592,651千円

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目

受取利息 67,242千円

受取地代家賃 182,863千円

受取利息 65,782千円

受取地代家賃 174,757千円

受取利息 133,619千円

受取地代家賃 375,788千円

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目

支払利息 375,523千円 支払利息 316,310千円 支払利息 719,325千円

※５．特別損失の主要項目 ※４．特別利益の主要項目

建物除却損 69,069千円 投資有価証券売却益 105,671千円 ───────
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 ※６　減損損失

当中間会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

（単位：千円）

減損損失

用途 場所 種類 金額

遊休資産 札幌市南区

定山渓
土地 49,050

遊休資産 静岡県伊豆

長岡町
土地 10,000

合計   59,050

 （経緯）

　遊休不動産については、市場価格の

下落が著しく、投資額の回収が困難と

見込まれるため、回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（59,050

千円）として特別損失に計上いたしま

した。

　なお、遊休不動産以外のホテルにつ

いては、該当はありません。

 （グルーピングの方法）

　減損損失の算定にあたっては、他の

資産又は資産グループのキャッシュ・

フローから概ね独立したキャッシュ・

フローを生み出す最小の単位に拠って

資産のグループ化を行っており、管理

会計上の事業所区分に拠っております。

なお、遊休不動産については、個々の

物件単位でグルーピングしております。

 （回収可能価額の算定方法）

　遊休資産の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、土地につ

いては売却見込額により評価しており

ます。

 

①　リース取引

　該当事項はありません。
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②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額

1,406円93銭

１株当たり中間純利益金額

23円80銭

１株当たり純資産額

1,421円42銭

１株当たり中間純利益金額

32円38銭

１株当たり純資産額

1,410円47銭

１株当たり当期純利益金額

9円48銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成16年4月 1日
至　平成16年9月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年4月 1日
至　平成17年9月30日）

前事業年度
（自　平成16年4月 1日
至　平成17年3月31日）

中間（当期）純利益（千円） 206,193 286,488 82,167

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

（うち利益処分による役員賞与金） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円) 206,193 286,468 82,167

期中平均株式数（千株） 8,665 8,662 8,664
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